

２月臨時・３月定例県議会をふり返って

２０１３年５月　　県会議員・火爪弘子

　　安倍内閣による経済対策を受けて編成された補正予算案審議のため、急きょ開催された２月臨時県議会。県職員の退職金削減条例改正案も、議論の焦点となりました。議会運営委員会では、自民党から代表質問だけ行うとの提案が出されましたが、私から一般質問を要求。結局、全会派が一般質問を行うことになりました。
３月定例県議会のほうは、安倍自公政権への対応と、言うまでもなく新年度県当初予算案などが論戦の中心です。私はどちらの議会でも、一般質問と議案討論にたちました。
（安倍内閣の「暴走」を、正面から批判して）

　　１２月総選挙の結果、成立した安倍内閣。当初は「参議院選挙までは安全運転」などと言っていましたが、マスコミの持ち上げなどで調子にのり、経団連やアメリカの主張を次々と受け入れ、暴走が始まっています。日本共産党は、国民の立場から対案を示し、この安倍内閣と正面から対決してきました。
　私も２月議会で、「賃上げこそ『デフレ不況』打開のカギ」と主張し、知事の認識を問いました。知事の答弁は「賃上げは必要だが、そのためにはまず企業の利益確保が前提」と従来型。大企業の利益が史上最高を記録しも、賃金は下げられ、正規雇用が非正規雇用に置き換えられてきた結果、賃金が下がり続けてきたことへの意識は、ありませんでした。この認識のままでは、県内の経済対策にも有効な手立てができません。
　　３月議会の質問では、憲法９６条など改憲の動きと、生活保護制度改悪を取り上げました。

その後５月になって、自民党県連の呼びかけで「憲法改正地方議員連盟」設立の動きがあることも、報道されました。軽視できません。５月３日には、「日本国憲法を守る富山の会」と「県平和運動センター」共催の県民集会・講演会も開かれました。安倍政権の改憲の動きストップへ、みなさんとさらに運動を広げたいと思います。
(平成２５年度県予算案について)

　　新年度の県予算案のなかには、私たちが運動し、県に実施を求めてきたことも少なからず含まれています。小水力発電設置目標の引き上げと再生可能エネルギーの推進、中小企業振興条例にもとづく「県民会議」「問題別小委員会」の設置と活用、「県生物多様性地域戦略」の作成、耐震化や各地の生活道路の整備など・・・、喜んでいただけると思います。
特に報告したいのは、今年度新幹線建設費の地元負担に、合わせて約１９０億円の国補助がつく見込みとなったことです。日本共産党は県民のみなさんと一緒に、「新幹線建設費は国家プロジェクトであり、全額国が負担すべき」「地元負担は県財政を圧迫し、県民サービスの低下を招く」と最初から主張し、この予算には反対の態度を通してきました。地元負担がほぼなくなったのは、建設着手以来今年度が初めてです。しかし、地元負担は今年度を含めてもう２年で終わり。これまでの負担が、借金として県民に重くのしかかることに変わりありません。
　ほか、県予算には様々な問題が含まれていますが、詳しくは私の反対討論を、資料のなかでぜひ、ご覧ください。

　県職員退職金の平均４００万円削減については、臨時議会で３月１８日実施に決定されました。国が求めた平均７.８％の給与削減については、６月議会のひとつの焦点になるでしょう。
（　並行在来線問題―運賃の値上げ幅をめぐって　）
　　２年後の新幹線金沢開業と同時に、JR西日本が経営を打ち切る北陸本線。やむなくそれを引き継ぐ県の「経営計画概要」が、１月末に公表されました。県内区間の必要な資産は、JR

西日本から１１０億円で買い取るとされています。
１月末に総務省が、それを自治体が財政支援した場合、国がその一部を支援する仕組みを公表しました。これまでの全国の運動の成果です。私たちも、知事を後押ししてきました。
　　運賃問題についても、「値上げ反対」の声が県を動かしてきました。県が運賃２５％値上げ案を示して以来、私は県議会で、繰り返し「運賃値上げはさらに乗客減少につながる」と主張してきました。今回の質問では、昨年１０月並行在来線対策協議会での森富山市長の「どこの高校に子どもを通わせるかは親の自己責任」「通学定期の据え置きは反対」との発言を正面から批判。運賃据え置きを求めました。自民党も今回、代表質問で「運賃の抑制」を求めました。その結果、３月末になって知事は、「県民からも議会からも運賃抑制を求める声があった」として、当面５年間は「通学定期約３％、ほかは約１２％値上げ」との案を公表しました。
今後も、並行在来線問題は、引き続き運動と議論が求められている、大きな課題です。

( 学校でのいじめ・体罰の根絶めざして　)

　　大津市のいじめ自殺事件や、大阪市桜ノ宮高校バスケット部の体罰問題などを機に、いじめ・体罰問題についても、さまざまな議論が行われました。

　　民主党県議から、「愛のムチ」などと、体罰容認ともとれる質問も飛び出し、問題の根深さも改めて感じました。「なぜ体罰が絶対ダメなのか」を理論的に全指導者に納得させる指導を求めた私の質問に、村井和教育委員長も「体罰は教育の敗北」と答えました。２月には県内の小・中・高の全生徒と教員対象のアンケート調査も行われ、それにもとづく「処分」も始まっています。そのあり方についても、さまざまな問題があると私は感じています。さらに議論と取り組みをひろげたいと思っています。
(  ４月には富山市長・市会議員選挙など　)

　　４月の富山市議選挙日本共産党は、残念ながら議席増はなりませんでしたが、赤星ゆかり、中山雅之両氏の現有２議席を確保することができました。市長選挙では、「市民が主人公の富山市政をつくる会」の吉田修さんが奮闘し、15,580票を獲得しました。このたたかいを、７月の参議院選挙につなげ、奮闘したいと思います。これからも、どうぞよろしくお願いいたします。
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